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・国の予備費使用による経済対策を活用し、南海トラフ巨大地震をはじめとする各種の災害に備え、公共土木施設等の防災・・国の予備費使用による経済対策を活用し、南海トラフ巨大地震をはじめとする各種の災害に備え、公共土木施設等の防災・
減災対策をさらに加速減災対策をさらに加速

◆県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進◆県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進◆県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進◆県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進 【４２１百万円】

総額383百万円
（債務負担ষನ961百万円）

（１）大 規 模 災 害 に 備 え た 防 災 ・ 減 災 対 策 【国経済対策（予備費使用）への対応】

法面防災対策法面防災対策 河川施設の洪水対策河川施設の洪水対策

10百万円
債務負担ষನ 60百万円

（1,777百万円）

1,821百万円

地域資源で得られる経済効果等を地域内で最大限還流させるため、官民協働のこうち型の新
たなスキームとして、県、市町村、県内の民間企業の３者が協働し、地域の再生エネルギーに
よる発電事業を展開する。その第１弾として、安芸市において、新たな太陽光発電事業に着手。

県内企業の販路拡大をさらに推進するため、３つの見本市への出展経費の支援 等

◆◆ 地域還地域還再エネ事業スキーム再エネ事業スキーム

◆受注拡大に向けた見本市への出展等受注拡大に向けた見本市への出展等受注拡大に向けた見本市への出展等受注拡大に向けた見本市への出展等

・人事委員会の勧告に基づく期末手当の見直しや共済費の減（△１，５４６百万円）
・県有施設（埋蔵文化財センターほか）の指定管理に要する管理運営委託費等に係る債務負担行為の追加

◆県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進◆県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進◆県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進◆県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進 【４２１百万円】
○道路関連（法面防災対策：１６箇所、橋梁耐震対策：２箇所、通学路の安全対策：１箇所）

◆河川・海岸・漁港施設の洪水対策、津波・高潮対策等の促進◆河川・海岸・漁港施設の洪水対策、津波・高潮対策等の促進◆河川・海岸・漁港施設の洪水対策、津波・高潮対策等の促進◆河川・海岸・漁港施設の洪水対策、津波・高潮対策等の促進【６０３百万円】
○河川関連（河川施設の洪水対策：８箇所）

○海岸関連（海岸施設の津波・高潮対策：２箇所）

○漁港関連（漁港施設の老朽化対策：２箇所）

◆県民の生命・財産等を守るための土砂災害・林地崩壊対策の促進◆県民の生命・財産等を守るための土砂災害・林地崩壊対策の促進◆県民の生命・財産等を守るための土砂災害・林地崩壊対策の促進◆県民の生命・財産等を守るための土砂災害・林地崩壊対策の促進【７５３百万円】
○治山関連（復旧治山：５箇所、地すべり防止：２箇所、保安林改良：１箇所、直轄治山：２箇所）

○造林関連（森林の防災機能を向上させるための間伐、除伐、作業道等10市町村）

○砂防関連（砂防・急傾斜地崩壊対策：３箇所）

△1,448百万円
債務負担ষನ 901百万円

法面防災対策法面防災対策

対策実施例

河川施設の洪水対策河川施設の洪水対策

対策実施例

治山対策治山対策

対策実施例

・災害時の対応力の強化に向けた、消防庁からの無償貸与ヘリコプターの受入準備の促進

（２）災 害 ৎ の 対 応 ৡ の 強 化 （44百万円）

防災・減災
対策のさら
なる加速化

２



（単位　千円、％）

平    成    ２４    年    度 前年度12月補正後 前年度12月比増減

現計予算(A) 補正額(B)  計 (A+B=C) (D) (C-D)/(D)

298,346,015 △ 1,404,541 296,941,474 304,791,349 △ 2.6

県 税 53,709,528 △ 917,000 52,792,528 52,637,874 0.3

地方消費税清算金 14,213,280 14,213,280 14,174,080 0.3

地 方 譲 与 税 11,798,000 11,798,000 11,648,000 1.3

地 方 交 付 税 等(ア+イ） 207,076,000 207,076,000 211,070,244 △ 1.9

( う ち 地 方 交 付 税 ) ア (170,325,000) (170,325,000) (173,574,056) (△ 1.9)

( う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ) イ (36,751,000) (36,751,000) (37,496,188) (△ 2.0)

財 調 基 金 取 崩 ウ 1,701,076 △ 487,541 1,213,535 2,062,728 △ 41.2

そ の 他 9,848,131 9,848,131 13,198,423 △ 25.4

140,055,706 1,788,311 141,844,017 147,211,041 △ 3.6

国 庫 支 出 金 56,530,026 803,062 57,333,088 61,873,002 △ 7.3

県 債 エ 37,729,000 822,000 38,551,000 33,308,000 15.7

( う ち 退 職 手 当 債 ) オ (3,500,000) (3,500,000) (皆増)

減債基金（ルール外分） カ 7,871,934 7,871,934 4,000,000 96.8

区    分

(1) 一 般 財 源

(2) 特 定 財 源

歳歳 入入

ಏ時財政対策債を
除く県債残高

0 0 0 0 

1,000 1,000 1,000 1,000 

2,000 2,000 2,000 2,000 

3,000 3,000 3,000 3,000 

4,000 4,000 4,000 4,000 

5,000 5,000 5,000 5,000 

6,000 6,000 6,000 6,000 

7,000 7,000 7,000 7,000 

8,000 8,000 8,000 8,000 

9,000 9,000 9,000 9,000 

7,423 7,423 7,423 7,423 7,375 7,375 7,375 7,375 7,353 7,353 7,353 7,353 7,1567,1567,1567,156 6,8896,8896,8896,889 6,6136,6136,6136,613 6,3726,3726,3726,372 6,2016,2016,2016,201 5,9445,9445,9445,944 5,7445,7445,7445,744 5,4435,4435,4435,443 5,2185,2185,2185,218 5,1015,1015,1015,101

113 113 113 113 353 353 353 353 795795795795 1,1131,1131,1131,113 1,3471,3471,3471,347 1,5471,5471,5471,547 1,7051,7051,7051,705 1,8981,8981,8981,898 2,3042,3042,3042,304 2,7582,7582,7582,758 3,0423,0423,0423,042 3,2893,2893,2893,289

7,423 7,423 7,423 7,423 7,488 7,488 7,488 7,488 7,706 7,706 7,706 7,706 7,9517,9517,9517,951 8,0028,0028,0028,002 7,9607,9607,9607,960 7,9197,9197,9197,919 7,9067,9067,9067,906 7,8427,8427,8427,842 8,0488,0488,0488,048 8,2018,2018,2018,201 8,2608,2608,2608,260 8,3908,3908,3908,390

億円億円億円億円

県債残高の推移（普通会計ベース）県債残高の推移（普通会計ベース）県債残高の推移（普通会計ベース）県債残高の推移（普通会計ベース）

全額交付
税措置あ
り

県の実質
的なস

ಏ時財政対策債

３

普通建設普通建設事業費事業費 1212月月補正後予算の推移補正後予算の推移

※ ಏ時財政対策債
মਟ地方交付税द措置されるसऌ額について、国の財政事ੲがడしいことから、ಏ時的に地方債として括ীされているुの。
ফ২、੪ਹ償൬সの全額が地方交付税措置される。

億円

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1,000
1,100
1,200
1,300

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

1,287

1,108 

924 

831

741 755

1,043

908 896
871

そ の 他 37,924,746 163,249 38,087,995 48,030,039 △ 20.7

438,401,721 383,770 438,785,491 452,002,390 △ 2.9

74,480,000 822,000 75,302,000 70,804,188 6.4

13,073,010 △ 487,541 12,585,469 6,062,728 107.6

（単位　千円、％）

平    成    ２４    年    度 前年度12月補正後 前年度12月比増減

現計予算(A)  補正額(B)  計 (A+B=C) (D) (C-D)/(D)

349,742,024 △ 1,393,451 348,348,573 356,665,715 △ 2.3

人 件 費 124,915,601 △ 1,545,797 123,369,804 126,733,667 △ 2.7

（うち退職手当を除く） (111,947,644) (△ 1,545,797) (110,401,847) (113,713,120) (△ 2.9)

扶 助 費 10,673,469 10,673,469 11,610,243 △ 8.1

公 債 費 75,881,142 75,881,142 75,670,891 0.3

そ の 他 138,271,812 152,346 138,424,158 142,650,914 △ 3.0

88,659,697 1,777,221 90,436,918 95,336,675 △ 5.1

普 通 建 設 事 業 費 85,372,627 1,777,221 87,149,848 89,576,957 △ 2.7

補 助 事 業 費 56,587,334 1,777,221 58,364,555 42,234,771 38.2

単 独 事 業 費 28,785,293 28,785,293 47,342,186 △ 39.2

災 害 復 旧 事 業 費 3,287,070 3,287,070 5,759,718 △ 42.9

438,401,721 383,770 438,785,491 452,002,390 △ 2.9

(1) 経 常 的 経 費

(2) 投 資 的 経 費

 総計　(1)+(2)

 総計　(1)+(2)

県債計
(ｲ+ｴ:再掲)

財源不足額
(ｳ+ｵ+ｶ:再掲)

区    分

歳歳 出出

0 0 0 0 
H12H12H12H12 H13H13H13H13 H14H14H14H14 H15H15H15H15 H16H16H16H16 H17H17H17H17 H18H18H18H18 H19H19H19H19 H20H20H20H20 H21H21H21H21 H22H22H22H22 H23H23H23H23 H24H24H24H24推計推計推計推計

県債残高（臨財債除き） 臨時財政対策債 県債残高



南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化（１（１（１（１////２）２）２）２）

○普通建設事業費のうち補助事業費について、国の予備費を活用し○普通建設事業費のうち補助事業費について、国の予備費を活用し○普通建設事業費のうち補助事業費について、国の予備費を活用し○普通建設事業費のうち補助事業費について、国の予備費を活用し18181818億円の増額補正を行い、南海トラフ巨大地震対策等をさらに拡充・加速する。億円の増額補正を行い、南海トラフ巨大地震対策等をさらに拡充・加速する。億円の増額補正を行い、南海トラフ巨大地震対策等をさらに拡充・加速する。億円の増額補正を行い、南海トラフ巨大地震対策等をさらに拡充・加速する。

（単位：百万円）○ 道挢の整備概要 （補正額421）

国費及び有利な起債を積極的に活用し、防災・減災のためのハード整備を着実に進める！！国費及び有利な起債を積極的に活用し、防災・減災のためのハード整備を着実に進める！！国費及び有利な起債を積極的に活用し、防災・減災のためのハード整備を着実に進める！！国費及び有利な起債を積極的に活用し、防災・減災のためのハード整備を着実に進める！！
１１１１ 県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策の促進 （道路）（道路）（道路）（道路）
２２２２ 河川・海岸・漁港施設の洪水対策、津波・高潮対策等の促進河川・海岸・漁港施設の洪水対策、津波・高潮対策等の促進河川・海岸・漁港施設の洪水対策、津波・高潮対策等の促進河川・海岸・漁港施設の洪水対策、津波・高潮対策等の促進 （河川、海岸、漁港）（河川、海岸、漁港）（河川、海岸、漁港）（河川、海岸、漁港）
３３３３ 県民の生命・財産等を守るための土砂災害・林地崩壊対策の促進県民の生命・財産等を守るための土砂災害・林地崩壊対策の促進県民の生命・財産等を守るための土砂災害・林地崩壊対策の促進県民の生命・財産等を守るための土砂災害・林地崩壊対策の促進 （治山、造林、砂防）（治山、造林、砂防）（治山、造林、砂防）（治山、造林、砂防）

補助事業費補助事業費補助事業費補助事業費補助事業費補助事業費補助事業費補助事業費 ：：：：：：：： ９月補正後予算額９月補正後予算額９月補正後予算額９月補正後予算額９月補正後予算額９月補正後予算額９月補正後予算額９月補正後予算額 ５６６億円５６６億円５６６億円５６６億円５６６億円５６６億円５６６億円５６６億円 →→→→→→→→ 1212121212121212月補正後予算額：５８４億円月補正後予算額：５８４億円月補正後予算額：５８４億円月補正後予算額：５８４億円月補正後予算額：５８４億円月補正後予算額：５８４億円月補正後予算額：５８４億円月補正後予算額：５８４億円約約約約約約約約1818181818181818億円の増額補正億円の増額補正億円の増額補正億円の増額補正億円の増額補正億円の増額補正億円の増額補正億円の増額補正

※ 「補助事業費」とは、国の補助（交付金）を受けて県が実施する建設事業及び国が直接実施する建設事業に対する県の負担金の総額をいう。
※ 国の予備費を活用する事業については、地方負担分の100％まで起債を充当でき、その50％が交付税措置される仕組みとなっている。

１．県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策１．県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策１．県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策１．県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策１．県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策１．県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策１．県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策１．県民の安全安心につながる「命の道」の防災対策
１

・・・・国道１９４号国道１９４号国道１９４号国道１９４号いのいのいのいの工区工区工区工区 ほかほかほかほか15151515箇所箇所箇所箇所

法面防災対策（補正額法面防災対策（補正額法面防災対策（補正額法面防災対策（補正額347））））

法面対策により、法面対策により、法面対策により、法面対策により、

緊急輸送道路上の104橋の耐震対策（27年度完了見込）

・県道足摺岬公園線・県道足摺岬公園線・県道足摺岬公園線・県道足摺岬公園線 厚生橋厚生橋厚生橋厚生橋 ※※※※対策完了対策完了対策完了対策完了
・県道須崎仁ノ線・県道須崎仁ノ線・県道須崎仁ノ線・県道須崎仁ノ線 土崎高架橋土崎高架橋土崎高架橋土崎高架橋 ※※※※設計の早期着手設計の早期着手設計の早期着手設計の早期着手

※※※※ 緊急輸送道路以外の橋梁耐震対策
対策の必要な橋梁の抽出・対策の優先順位の検討

について、H24当初予算で実施中

橋梁耐震対策橋梁耐震対策橋梁耐震対策橋梁耐震対策（補正額（補正額（補正額（補正額34343434））））

橋梁の損傷を限定的なもの橋梁の損傷を限定的なもの橋梁の損傷を限定的なもの橋梁の損傷を限定的なもの
にとどめ、にとどめ、にとどめ、にとどめ、
・緊急輸送道路の機能確保・緊急輸送道路の機能確保・緊急輸送道路の機能確保・緊急輸送道路の機能確保
・孤立集落の発生を防ぐ・孤立集落の発生を防ぐ・孤立集落の発生を防ぐ・孤立集落の発生を防ぐ

～ステップ１～～ステップ１～～ステップ１～～ステップ１～
通学路における緊急合同点検の実施

（道路管理者、教育委員会、警察）

～ステップ２～～ステップ２～～ステップ２～～ステップ２～
緊急合同点検を踏まえ、個々の危険箇所について本年度中に具体的な対策案を検討。

１．平成25年度から本格的な対策に着手（３箇年での概成を目指す）
２．簡易で即効性のある安全対策工事（カラー舗装など）は、一部、本年度から実施
３．危険箇所のうち、地震等の避難場所としても指定されている小学校への避難経路危険箇所のうち、地震等の避難場所としても指定されている小学校への避難経路危険箇所のうち、地震等の避難場所としても指定されている小学校への避難経路危険箇所のうち、地震等の避難場所としても指定されている小学校への避難経路
であり、かつ、であり、かつ、であり、かつ、であり、かつ、 速やかに追加事業が実施可能である「土佐清水市窪津地区」で、歩道速やかに追加事業が実施可能である「土佐清水市窪津地区」で、歩道速やかに追加事業が実施可能である「土佐清水市窪津地区」で、歩道速やかに追加事業が実施可能である「土佐清水市窪津地区」で、歩道
設置に向けた道路改良を実施設置に向けた道路改良を実施設置に向けた道路改良を実施設置に向けた道路改良を実施

通学路の安全対策（補正額通学路の安全対策（補正額通学路の安全対策（補正額通学路の安全対策（補正額40））））

児童・生徒の安全安心につな児童・生徒の安全安心につな児童・生徒の安全安心につな児童・生徒の安全安心につな
がる、通学路の安全対策を着がる、通学路の安全対策を着がる、通学路の安全対策を着がる、通学路の安全対策を着
実に実施実に実施実に実施実に実施

・・・・国道１９４号国道１９４号国道１９４号国道１９４号いのいのいのいの工区工区工区工区 ほかほかほかほか15151515箇所箇所箇所箇所

落石防護柵設置落石防護柵設置落石防護柵設置落石防護柵設置 等等等等

※道路防災総点検再調査
緊急輸送道路における道路法面等の再点検・対策の優先順位の検討について、

H24当初予算で実施中

法面対策により、法面対策により、法面対策により、法面対策により、
・災害時の道路網の確保・災害時の道路網の確保・災害時の道路網の確保・災害時の道路網の確保
・落石事故等の発生を防ぐ・落石事故等の発生を防ぐ・落石事故等の発生を防ぐ・落石事故等の発生を防ぐ

法面防災対策法面防災対策

対策実施例

拼防ૃ拧挝拼防ૃ拧挝

対策実施例

要対策箇所
対策後

通৾挢৸対策通৾挢৸対策

対策実施例

通৾挢৸対策通৾挢৸対策

４



１

河川改修工事（補正額＋（補正額＋（補正額＋（補正額＋430430430430））））
・・・・高知市鏡川ほか７河川高知市鏡川ほか７河川高知市鏡川ほか７河川高知市鏡川ほか７河川 河道掘削・護岸工事河道掘削・護岸工事河道掘削・護岸工事河道掘削・護岸工事

（単位：百万円）○ 河川・海岸・漁港施設の整備概要（補正額603）

２．洪水対策、津波・高潮対策等２．洪水対策、津波・高潮対策等２．洪水対策、津波・高潮対策等２．洪水対策、津波・高潮対策等２．洪水対策、津波・高潮対策等２．洪水対策、津波・高潮対策等２．洪水対策、津波・高潮対策等２．洪水対策、津波・高潮対策等

河川の洪水対策河川の洪水対策河川の洪水対策河川の洪水対策
河道掘削・護岸工事を行い、河道掘削・護岸工事を行い、河道掘削・護岸工事を行い、河道掘削・護岸工事を行い、
ゲリラ豪雨や台風などによりゲリラ豪雨や台風などによりゲリラ豪雨や台風などによりゲリラ豪雨や台風などにより
発生する洪水を防ぐ発生する洪水を防ぐ発生する洪水を防ぐ発生する洪水を防ぐ

・黒潮町白浜海岸・黒潮町白浜海岸・黒潮町白浜海岸・黒潮町白浜海岸 フラップゲート設置フラップゲート設置フラップゲート設置フラップゲート設置
・黒潮町浮鞭海岸・黒潮町浮鞭海岸・黒潮町浮鞭海岸・黒潮町浮鞭海岸 フラップゲート修繕フラップゲート修繕フラップゲート修繕フラップゲート修繕

海岸施設の津波・高潮対策（補正額海岸施設の津波・高潮対策（補正額海岸施設の津波・高潮対策（補正額海岸施設の津波・高潮対策（補正額16））））

・宇佐漁港・宇佐漁港・宇佐漁港・宇佐漁港 導流堤補修工事導流堤補修工事導流堤補修工事導流堤補修工事
・佐賀漁港・佐賀漁港・佐賀漁港・佐賀漁港 導流堤補修工事導流堤補修工事導流堤補修工事導流堤補修工事

漁港施設の老朽化対策（補正額漁港施設の老朽化対策（補正額漁港施設の老朽化対策（補正額漁港施設の老朽化対策（補正額157））））

水門施設等の改修により、住民の水門施設等の改修により、住民の水門施設等の改修により、住民の水門施設等の改修により、住民の
津波・高潮からの避難時間をかせぐ津波・高潮からの避難時間をかせぐ津波・高潮からの避難時間をかせぐ津波・高潮からの避難時間をかせぐ

南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化（２（２（２（２////２）２）２）２）

１

・高知市鏡川・高知市鏡川・高知市鏡川・高知市鏡川((((神田川神田川神田川神田川))))ほか７河川ほか７河川ほか７河川ほか７河川
河川拡幅・護岸工事河川拡幅・護岸工事河川拡幅・護岸工事河川拡幅・護岸工事

鏡川（神田川）改修前 鏡川（神田川）改修後

河川拡幅・護岸工事を行い、河川拡幅・護岸工事を行い、河川拡幅・護岸工事を行い、河川拡幅・護岸工事を行い、
ゲリラ豪雨や台風などによりゲリラ豪雨や台風などによりゲリラ豪雨や台風などによりゲリラ豪雨や台風などにより
発生する洪水を防ぐ発生する洪水を防ぐ発生する洪水を防ぐ発生する洪水を防ぐ

河川施設の洪水対策（補正額河川施設の洪水対策（補正額河川施設の洪水対策（補正額河川施設の洪水対策（補正額430））））

対策例（室津港）

宇佐漁港（現状）

老朽化対策を実施し、台風等による漁老朽化対策を実施し、台風等による漁老朽化対策を実施し、台風等による漁老朽化対策を実施し、台風等による漁
港施設の損壊を防止し、漁船や背後公港施設の損壊を防止し、漁船や背後公港施設の損壊を防止し、漁船や背後公港施設の損壊を防止し、漁船や背後公
共施設等への二次災害を防ぐ共施設等への二次災害を防ぐ共施設等への二次災害を防ぐ共施設等への二次災害を防ぐ

３．県民の生命・財産を守るための土砂災害対策、林地崩壊対策等３．県民の生命・財産を守るための土砂災害対策、林地崩壊対策等３．県民の生命・財産を守るための土砂災害対策、林地崩壊対策等３．県民の生命・財産を守るための土砂災害対策、林地崩壊対策等３．県民の生命・財産を守るための土砂災害対策、林地崩壊対策等３．県民の生命・財産を守るための土砂災害対策、林地崩壊対策等３．県民の生命・財産を守るための土砂災害対策、林地崩壊対策等３．県民の生命・財産を守るための土砂災害対策、林地崩壊対策等

道路道路道路道路道路道路道路道路

○ 治山・砂防施設の整備概要 （補正額753）

復旧治山、地すべり防止等工事（補正額＋（補正額＋（補正額＋（補正額＋509509509509））））
・いの町手箱山ほか４箇所・いの町手箱山ほか４箇所・いの町手箱山ほか４箇所・いの町手箱山ほか４箇所 治山ダム等工事治山ダム等工事治山ダム等工事治山ダム等工事
・大豊町柚ノ木、梼原町中の川空池・大豊町柚ノ木、梼原町中の川空池・大豊町柚ノ木、梼原町中の川空池・大豊町柚ノ木、梼原町中の川空池 地すべり防止工事地すべり防止工事地すべり防止工事地すべり防止工事
・土佐清水市上野・土佐清水市上野・土佐清水市上野・土佐清水市上野 保安林改良工事保安林改良工事保安林改良工事保安林改良工事
・大川村早明浦ほか１箇所・大川村早明浦ほか１箇所・大川村早明浦ほか１箇所・大川村早明浦ほか１箇所 国直轄事業費負担金国直轄事業費負担金国直轄事業費負担金国直轄事業費負担金

造林事業（補正額＋（補正額＋（補正額＋（補正額＋152152152152））））
・北川村ほか９市町村・北川村ほか９市町村・北川村ほか９市町村・北川村ほか９市町村

間伐、除伐、森林作業道等間伐、除伐、森林作業道等間伐、除伐、森林作業道等間伐、除伐、森林作業道等

砂防、急傾斜地崩壊対策
・土佐清水市幸町ほか２箇所・土佐清水市幸町ほか２箇所・土佐清水市幸町ほか２箇所・土佐清水市幸町ほか２箇所

住家に加えて、避難住家に加えて、避難住家に加えて、避難住家に加えて、避難
場所、避難路を土砂場所、避難路を土砂場所、避難路を土砂場所、避難路を土砂
災害から守る災害から守る災害から守る災害から守る

治山、地すべり対策（補正額治山、地すべり対策（補正額治山、地すべり対策（補正額治山、地すべり対策（補正額661））））

豪雨等により被災又豪雨等により被災又豪雨等により被災又豪雨等により被災又
は被害の拡大したは被害の拡大したは被害の拡大したは被害の拡大した
森林において、復旧森林において、復旧森林において、復旧森林において、復旧
治山及び地すべり治山及び地すべり治山及び地すべり治山及び地すべり
対策等を行う対策等を行う対策等を行う対策等を行う

砂防対策（補正額砂防対策（補正額砂防対策（補正額砂防対策（補正額92））））

森林の公益的機能が低下している森林におい森林の公益的機能が低下している森林におい森林の公益的機能が低下している森林におい森林の公益的機能が低下している森林におい
て、表土の流出や崩壊の発生を未然に防止すて、表土の流出や崩壊の発生を未然に防止すて、表土の流出や崩壊の発生を未然に防止すて、表土の流出や崩壊の発生を未然に防止す
るため、間伐等の森林整備を一体的に実施るため、間伐等の森林整備を一体的に実施るため、間伐等の森林整備を一体的に実施るため、間伐等の森林整備を一体的に実施

施工後治山対策例（施工前）

造林対策例（施工前） 施工後

５



地 域 還  再 エ ネ 事 業 ス キ ー ム

市町村における課題市町村における課題市町村における課題市町村における課題

○ 事業展開イメージ（太陽光発電事業（全国ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの日照時間を活かす）から開始）

■県外企業の誘致型では、地域へのﾒﾘｯﾄが限定的（固定資産税、賃借料など）
■県内企業の誘致型の場合でも、市町村の望むメリットが限定的である場合が多い。
■やる気のある地域や市町村もあるが、経験が無く事業化の実現が難しい場合が多い。

県内民間企業における課題県内民間企業における課題県内民間企業における課題県内民間企業における課題

１１１１ 太陽光発電に係る課題等太陽光発電に係る課題等太陽光発電に係る課題等太陽光発電に係る課題等 ３３３３ 県の対応策県の対応策県の対応策県の対応策【【【【第１弾第１弾第１弾第１弾】】】】

【目的】
再生可能エネルギーによる発電事業で得られる収益等の経済効果を地域内で最

大限還流させる取組の第１弾として県が主体的に発電事業主体を設立する。
【概要】

発電規模：2,000kW
【期待される効果】

■市の遊休地活用と事業参画による配当収入による新たな公共サービス（地域
の産業振興や雇用に結びつく施策等）の展開

■県内民間企業の資金面や施工面での事業参画機会の拡大とノウハウの蓄積
■県内金融機関等との連携による地域資金活用と収益の配当等による地域内で

の資金の還流

４４４４ 安芸市における太陽光発電事業主体の事業イメージ安芸市における太陽光発電事業主体の事業イメージ安芸市における太陽光発電事業主体の事業イメージ安芸市における太陽光発電事業主体の事業イメージ ６６６６ 今後の展開今後の展開今後の展開今後の展開

■県内企業単独では、資金調達面や事業ノウハウが少ないため事業化が難しい
■メガソーラー適地や事業所の屋根等、設置場所の確保が難しい

安芸市妙見山において、官民出資による太陽光安芸市妙見山において、官民出資による太陽光安芸市妙見山において、官民出資による太陽光安芸市妙見山において、官民出資による太陽光発電事業主体を発電事業主体を発電事業主体を発電事業主体を設立設立設立設立
（１２月補正債務負担行為：出資金（１２月補正債務負担行為：出資金（１２月補正債務負担行為：出資金（１２月補正債務負担行為：出資金 ４６４６４６４６，，，，６７０６７０６７０６７０千円千円千円千円））））

安芸市発電事業主体安芸市発電事業主体安芸市発電事業主体安芸市発電事業主体 その後の発電事業主体その後の発電事業主体その後の発電事業主体その後の発電事業主体
（第２弾以降）（第２弾以降）（第２弾以降）（第２弾以降）

県自ら推進主体と
なって地域主導型に
よる発電事業を展開

５５５５ 事業実施メリット事業実施メリット事業実施メリット事業実施メリット

【【【【収入収入収入収入】】】】 （（（（20年間）年間）年間）年間）
●配当想定：約1億5千万円程度

●固定価格買取制度の
チャンスを生かし切る
ため、地域が主体と地域が主体と地域が主体と地域が主体と
なって発電事業に参画なって発電事業に参画なって発電事業に参画なって発電事業に参画
し、地域にそのメリッし、地域にそのメリッし、地域にそのメリッし、地域にそのメリッ
トを最大限還流させるトを最大限還流させるトを最大限還流させるトを最大限還流させる
ことが必要ことが必要ことが必要ことが必要

●県は地域が効果的・●県は地域が効果的・●県は地域が効果的・●県は地域が効果的・
効率的に発電事業を展効率的に発電事業を展効率的に発電事業を展効率的に発電事業を展
開するための支援を行開するための支援を行開するための支援を行開するための支援を行
う。う。う。う。

２２２２ 基本的な考え方基本的な考え方基本的な考え方基本的な考え方

【平成26ফ২ع】
●整備した発電所の総合的な管理
●ノウハウを活用し、風力発電、小水力発電の開発へ展開

県内
民間企業等

１／３以上

（46,660千円）

以上で、県市
合計未満）

安芸市
１／３

（46,670千円
出資）

県
１／３

（46,670千円
出資）

①県が、安芸市と
調整し 候補地を
選定（妙見山）

②県と安芸市が
協定を締結

（プロポーザル実
施、共同出資等）

③県が事業主体
（出資による参画
及び運営主体）を
プロポーザル公募

④審査会を経て県内
民間企業を決定

出資のほか、
各種下請け
としての参
画

⑤県、市町村、
民間企業が
協定を締結

発電事業
主体

【第１弾】

地域団体
地域企業

地域
金融機関

共同
出資

融資

運営主体
（管理委託）

収益
配当

（第２弾以降）（第２弾以降）（第２弾以降）（第２弾以降）

【平成24ফ২】
●12月補正予算において発電事

業主体に係る予算計上（債務負
担行為）
●１月 安芸市との協定（②）
●２月 民間企業の公募（③）
●３月 民間企業決定（④）

【平成25ফ২】
●４月 県、市、民間企業との３者
協定（⑤）
→ 発電事業主体の設立
→ 発電施設の着工・発電開始

【平成25ফ২】
●調整のついた市町村から順次
事業化（安芸市モデルを参考に）

●中小規模太陽光発電事業や民
有地における事業展開の検討

【平成24ফ২】
●候補市町村の適地開発・事業
化に向けた調整 など
（適地調査・経済性評価等）

県内各地域の適地
において地域再エ

ネ主体を展開

配当は地
域サービス

に活用

【【【【市町村市町村市町村市町村】】】】

住宅用太陽光発電導入補助やバイオマスボイラー導入補助など、地域住宅用太陽光発電導入補助やバイオマスボイラー導入補助など、地域住宅用太陽光発電導入補助やバイオマスボイラー導入補助など、地域住宅用太陽光発電導入補助やバイオマスボイラー導入補助など、地域
の産業振興や雇用に結びつく施策への活用の産業振興や雇用に結びつく施策への活用の産業振興や雇用に結びつく施策への活用の産業振興や雇用に結びつく施策への活用
【【【【県県県県】】】】

再生可能エネルギーの普及促進や新エネルギー関連産業の発展につ再生可能エネルギーの普及促進や新エネルギー関連産業の発展につ再生可能エネルギーの普及促進や新エネルギー関連産業の発展につ再生可能エネルギーの普及促進や新エネルギー関連産業の発展につ
ながる施策への活用ながる施策への活用ながる施策への活用ながる施策への活用

●配当想定：約1億5千万円程度
※46,670千円出資の場合

●固定資産税：約6千万円程度
●土地賃借料：約2千万円

【【【【その他の効果その他の効果その他の効果その他の効果】】】】

●発電所管理面（草刈り等）での
地域雇用の増

●地域における再エネ意識の高
揚 など

【【【【収入収入収入収入】】】】 （（（（20年間）年間）年間）年間）
●想定配当：約1億5千万円程度
※46,660千円出資の場合

【【【【その他の効果その他の効果その他の効果その他の効果】】】】
●発電事業参画機会の確保

●施設施工面や維持管理等によ
る受注機会の増

●太陽光発電事業ノウハウの蓄
積 など

【【【【収入収入収入収入】】】】 （（（（20年間）年間）年間）年間）
●想定配当：約1億5千万円程度
※46,670千円出資の場合

【【【【その他の効果その他の効果その他の効果その他の効果】】】】
●再エネ普及策のノウハウ蓄積

安
芸
市

民
間
企
業

県

収益の活用方策（案）

６



地域還再エネ事業スキームの設地域還再エネ事業スキームの設
［債務負担］［債務負担］46,67046,670

再生૭ચエネルギーによる電ৡのಕ定格挍取২(H24.7ع)に対応
し、地域資౺द得られる৽ੋ効果ಉを地域内दਈপ拘൬させるたी、
ড়協働のこअठ型の新たなスय़ーとして、県、市੨、県内のড়間
企業の３者が協働し、地域の再生エネルギーによる発電事業を展開する。
その取り組みの第１弾として、安芸市において、新たな太陽光発電事業
に着手。

＜＜＜＜こうちこうちこうちこうち型地域還流再型地域還流再型地域還流再型地域還流再エネエネエネエネ事業事業事業事業スキームスキームスキームスキーム＞＞＞＞
県・市੨・県内のড়間企業の3者がુद発電主体をਝয়し、再エネ

発電事業を展開することद、発電によるメリॵॺを地域内にਈপ拘൬
させる仕組み。
＜＜＜＜取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの第第第第１１１１弾弾弾弾＞＞＞＞

出資先：地域主導型太陽光発電事業主体(名称未定)
２２ 南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化

（単位千円）（単位千円）

受挅拡大にऐたৄমへの出捯受挅拡大にऐたৄমへの出捯
((ৄম出捯業務મৄম出捯業務મ)) ［債務負担］［債務負担］13,840 13,840 

県ਗद開ಈされるৄম市に高知県ブースを出展することद、県内
企業の製品や技術を広くPRし、捅挢ఁপを目指す。

平成25ফ২に開ಈされるৄম市のअठ、平成24ফ২中に捩し
みをষअことが要な3つのৄম市（工業系1、防災系2）への出展
のたीに要な৽ાについて債務負担をষअ。

委託内容 : ①2013NEW環境展(H25.5)
②中部ライフガードTEC2013(H25.5）
③第7回地域防災防犯展(H25.6)

への高知県ブース出展業務
委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

(商工労働部 工業振興課)

NEW

１１ 産業振興計画の推進産業振興計画の推進

消防庁消防防災ヘリの受入準備の促進消防庁消防防災ヘリの受入準備の促進 44,34544,345
消防庁からの無償貸与ヘリコプター（アグスタAW139）が平成

25ফ২にವোされる定दあるたी、ವো時期まदに、操縦士・
整備士の資格免許取得をষअ。

また、操縦士・整備士の資格免許取得に伴い１月から３月の間
मَりॆअまُを運休させることになるたी、捁ফڰ月からڲ月
に実施している耐空検査を前倒して実施することにより、運休期
間を少なくする。

(1) 操縦士ल整備士の資格免許取得委託મ 24,943千円
委託先 ：三井物産エアロスペース㈱
委託方法：随意契約
委託期間：H25.13ع

(2) 現有機の耐空検査実施 19,402千円

(捦機拻৶部 消防政策課)

＜＜＜＜取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの第第第第１１１１弾弾弾弾＞＞＞＞
出資先：地域主導型太陽光発電事業主体(名称未定)
出資額：46,670千円［債務負担］
場 ਚ：安芸市ฺৄ

(掚業振興・環境部 新エネルギー推進課)

２２ 南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化南海トラフ巨大地震対策等のさらなる拡充・加速化

NEW

َऒअठ掕೨・エネક挭ُをরੱとखたর山地域َऒअठ掕೨・エネક挭ُをরੱとखたর山地域
の再生と活性化を図るための調査の再生と活性化を図るための調査 10,00010,000

((ऒअठ掕೨・エネક挭の推進にऊऊる調査મऒअठ掕೨・エネક挭の推進にऊऊる調査મ))

中間地域において、県産౫ಉをઞ৷したَこअठ健康・エネક挭ُ
の挿捚体や、કまいとકযのਢ的なৄ捿り体をનয়させることに
より、地域の再生と活性化を図る。

そのたीの地域再生ੑを策定するたी、要な৹査をষअ。

委託先 ：こअठ健康・エネક挭推進協৮会
委託方法：随意契約 (土木部 ક挭課)

７

災害ৎの対応ৡを
強化！！

地域主体地域主体地域主体地域主体のののの発電事業発電事業発電事業発電事業をををを推進推進推進推進しししし、、、、
収益収益収益収益をををを地域内地域内地域内地域内へへへへ最大限還流最大限還流最大限還流最大限還流！！！！



指定管理者の更新及び追加が必要な県有施設について、平成25年度以降の指定管理候補者を選定のうえ、管理
運営委託料を定める。

宇佐漁港プレジャーボート等保管施設宇佐漁港プレジャーボート等保管施設
※※ਹ用મসઽ入द管৶ઈをষअਹ用મসઽ入द管৶ઈをষअ

・指定拻৶拙者：高知県漁業協組়
・指定期間：H25.4.1عH28.3.31
・選定方法：公募

埋蔵文化財センター埋蔵文化財センター 239,243239,243千円千円

・指定拻৶拙者：高知県文化財੮
・指定期間：H25.4.1عH30.3.31
・選定方法：直指定

更新更新更新更新更新更新更新更新 更新更新更新更新更新更新更新更新

(水産振興部 漁港漁場課)

新弓道場新弓道場 40,59640,596千円千円

・指定拻৶拙者：高知県スポーツ振興財੮
・指定期間：H25.4.1عH27.3.31
・選定方法：直指定

(教育委員会 スポーツ健康教育課)

高知公園高知公園 169,000169,000千円千円

・指定拻৶拙者：ো交グループ高知公挷拻৶組়
・指定期間：H25.4.1عH30.3.31
・選定方法：公募

(教育委員会 文化財課)

(教育委員会 文化財課)

追加追加追加追加追加追加追加追加更新更新更新更新更新更新更新更新

８


	表紙からP10
	P11.pdf
	H24.12補正　HP用(PDF)

